








































































































昭49 65，826 32，310 49．ユ
50 74，479 37β11 50．8
51 83527　， 43，032 51．5
52 92，321 49589　， 53．7
53 98540　， 56，689 57．5
54 ！06570　　， 62，449 58．6
55 115，527 67785　， 58．7
56 122，839 72，924 59．4





























昭45 29，840 16，611 55．7
46 34804　， ユ9169　， 55．1
47 40，810 22776　， 55．8














































































昭45年 0，5570，9280，443 0．6 2．3 1．3
昭50年 0，5080，4920，492 1．0 1．0 1．0
























































































































































































































































































































































































































































































































































順 増加率 順 増加1率 順 増加率
業　種　名 72 業・種　名 75 業　種　名 78
位 酉 位 万 位 万
1 物品賃貸業 40L91 補助的金融業・金Z付帯業 40．9 1
補助的金融業・金
Z付帯業 37．4
2 放送業 102．92 保険媒介代理業・ﾛ険サービス業 36．7
2 保険媒介代理業・







5 道路旅客運送業 3L1 情報サービス・妻・ｸ・広告業 24．1 5 不動産業 20．．






8 飲食店 25．1 8 専門サー“ス業 20．4 8 保健・廃棄物L理業 17．4
9 倉庫業　　　　／ 23．49 航空運送業 17．7 9 社会保険社会福祉 16．8
　　　　　　／T煽23．310運輸に付帯するサーrス業 7．4 10運輸に寸帯するサーrス’?E企業・庶民・ 16．4
1ユ 専門サービス業 23．111社会保険・社会福祉 16． llf宅等特定目的金 16．1
’蝶
12不動産業 19．412保健・廃棄物処理業 15．4 情報サービス・調ｸ・広告業 ユ5．1
13その他の事業サーrス業 14．813不動産業 15．1
13航空運輸業 14．0




















（県） （県） （県） （県）
業　種　名
増加率
@81陶山 広　島 香　川 山　口
一78









金融・保険・不 11．3 10．7 12．517．7 16．7









































































































総 〔1） 〔2） 〔3｝ 〔41
6 8 U 13 15 19
専門的・ 科　学 技術者 電　気 建　築 情　報 医　療 医　師 薬剤師 看護婦 法　務


















〔4D 1L7 26．5 29．4 80．9
1．2 事　　　業
サービス業 100 10．1











〔44｝ 20．9 28．1 94．5 68．7 42．7 97．8 100
10．2その他の
サービス業 10σ 48．9
























































100 100 100 44．9 48．0 49．8 89．8 98．399．6



















































































































サービス業 製　造　業 サービス業 製　造　業 ⑤ ⑳
昭45 37．0 2．2 34．0 2．9 34．5 2．7
昭50 38．2 2．0 36．4 2．5 一 一
昭55 41．0 2．0 38．3 2．7 39．5 2．5
（出所）　『国勢調査』昭45，50，55年版など。
（注）（参考）欄の，㊥はサービス業，⑳は製造業をさす。
（16＞佐藤慶幸『現代組織の論理と行動』1972年，御茶の水書房。その中のW・「情報技
　術の進展とホワイトカラー一一　j，p．181をみられたい。これは約12年前の記述であるが，
　今日にそのままあてはまる。
一92一
Service経済化分析序説（ff）　489
ス業」では高く，「製造業」では低いことがわかる。時系列でみれば，全国の
趨勢と同様に平均2ポイントずつ高まっていることが知られる。なお・，参考
に示しておいた広島県の数字と比べてみると，岡山県の数値の方が大きい
（「サービス業」について）。岡山県は，昭45年でも昭55年でも，中・四国9
県の中で一番高かったのである。さきの表W－1でみたように，事業所数で
みると（昭53～56），全国と比べても，中・四国主要県と比べても，その増
加率が一番小さかった（昭55）にも拘らずである。これは一体何を意味して
いるか。データに現れた数字でみる限りの，一つのありうる解釈はこうであ
る。潜在能力予備軍としての，「専門的・技術的職業従事：者」は豊富に存在
するが，「専門サービス業」の事業所としてspin－offしないということであ
る。一個独立した事業所として，組織的運営を有効に使っていくための，
専門的知識の賦与や専門職スタッフの育成が今，最も求められているとい
　　　　　　　（1のえるのではないか。さきに政策要求の④でみた，『専門化教育（人材育成）』
というのは，こうした側面を強化できるように進められていくことが望まし
い。そうすることによって，ダニエル・ベル流にいえば，まさに地域におけ
る“知識階層の新次元”の可能性を探ることができることになるし，又そう
でなければならないからである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（続）
（17）いわゆる，ベンチャー・ビジネスの生成・発展（情報・ソフト関連に限らない）が
　その重要例であると考えられる。
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